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株式会社タイトーの完全子会社化に関するお知らせ 

 

当社は、平成 17年 12月 12日開催の取締役会において、平成 18年 3月 31日をもって、

株式会社タイトー（コード番号：9646 東証第一部、以下「タイトー」）を当社完全子会社

との合併により完全子会社化することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

当社は、タイトーの株式に対して実施した公開買付け（以下「本公開買付け」）を完了し

た時点では、主務大臣の認定を受けた上で、産業活力再生特別措置法第 12条の 9に基づく

金銭交付による株式交換を行うことにより、タイトーを完全子会社化することを企図して

おりました。その後、種々の検討を行った結果、手続きの迅速性及び財務戦略の総合的観

点から、タイトーと当社完全子会社である株式会社 SQEX（以下「SQEX」）との合併により、

タイトーを完全子会社化することといたしました。なお、今回の合併に際しましても、本

公開買付けの買付価格を基準に株式割当交付及び金銭交付を行います。 

 

記 

 

1. 子会社および合併の相手会社の名称、所在地、代表者氏名 
商号 株式会社タイトー 株式会社ＳＱＥＸ 

本店所在地 東京都千代田区平河町二丁目 5番 3号 東京都千代田区平河町二丁目 5番 3号
代表者 代表取締役社長 西垣保男 代表取締役社長 和田洋一 
 

2. 完全子会社化の目的 

 当社は、本公開買付けの開始前より、当社とタイトーの事業戦略を緊密かつ一体的に推

進するために、タイトーを本公開買付け成功後早期に完全子会社化することを企図してお

りました。本公開買付けに応募した株式 346,689 株の全部の買付けを行った結果、平成 17

年 9月 28日時点で、タイトーの発行済株式総数 370,000株の 93.70％を取得いたしました。

今回、SQEXとの合併により、当初予定通り、タイトーを完全子会社化するものであります。 

 



3. 合併の内容 

(1) 合併の日程 

合併契約書承認取締役会 平成 17年 12月 12日 

合併契約書調印  平成 17年 12月 12日 

両社合併契約書承認株主総会 平成 18年 2月 6日（予定） 

合併期日   平成 18年 3月 31日（予定） 

合併登記完了   平成 18年 4月上旬（予定） 

 

なお、SQEXは、合併期日をもって株式会社タイトーに商号変更します。 

 

(2) 合併の方式 

合併の法手続き上、SQEXを存続会社とし、タイトーは解散します。タイトー株式は、

平成 18年 3月 7日をもって上場廃止となる予定です。 

 

(3) 合併比率 

会 社 名 タイトー SQEX 

合 併 比 率 0.00004 １ 
 

(4) 合併比率算定の根拠 

タイトーおよび SQEXは、それぞれ株式会社大和総研（以下「大和総研」）に合併比

率の算定を依頼し、その算定結果等を参考として当事会社間で協議し、(3)の通り合意

いたしました。大和総研は、タイトーおよび SQEX それぞれについて、市場株価平均

法、類似会社比較法および DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）を

用いたうえで、これらの分析結果を総合的に勘案して合併比率を算定いたしました。 

また、ゴールドマン・サックス証券会社は、類似会社比較方式その他種々の評価法

によって、タイトー株式の価格に関する分析を行いました。 

 

(5) 株式の割当交付および合併交付金 
SQEXは合併に際して、普通株式14株を発行し、タイトーの普通株式1株につきSQEX

の普通株式 0.00004株を割当交付します。 

さらに、SQEXは、合併期日前日の最終のタイトーの株主名簿に記載された株主（以

下「対象株主」）に対して､その所有するタイトーの株式 1株につき金 181,081円の合併

交付金を、合併登記完了後、遅滞なく支払います。 

なお、合併に際して対象株主に割当交付する SQEX株式 0.00004株については、SQEX

が対象株主よりこれを買受け、その所有するタイトーの株式 1株につき金 19円を対価

として対象株主に支払う予定です。この結果、タイトー株主は、タイトー株券 1 株と

引き換えに、181,100円を受領することとなります。 



4. 当事会社の概要 

平成 17年 9月 30日現在 

① 商 号 株式会社タイトー（被合併会社） 株式会社 SQEX（合併会社） 

② 事 業 内 容 1. 屋内外娯楽機器の企画、開発、製
造、輸出入、販売、賃貸。 

2. 前号娯楽機器による遊技場の運
営。 

3. 電気音響機器の企画、開発、製造、
修理、販売、賃貸。 

4. コンピューター及びコンピュータ
ーの周辺機器並びにコンピュータ

ーのソフトウェア及びコンテンツ

の企画、開発、製造、販売、賃貸。

5. インターネット等の通信網を利用
したソフトウェア、コンテンツ、

各種情報提供サービス、情報通信

システムの企画、開発、製造、販

売。 
6. 通信回線を利用した電子商取引事
業（コンピューターネットワーク

を経由した商品の売買及びそれに

付帯するサービスの提供）。 

1. 屋内外娯楽機器の企画、開発、製
造、輸出入、販売、賃貸。 

2. 前号娯楽機器による遊技場の運
営。 

3. 電気音響機器の企画、開発、製造、
修理、販売、賃貸。 

4. コンピューター及びコンピュータ
ーの周辺機器並びにコンピュータ

ーのソフトウェア及びコンテンツ

の企画、開発、製造、販売、賃貸。

5. インターネット等の通信網を利用
したソフトウェア、コンテンツ、

各種情報提供サービス、情報通信

システムの企画、開発、製造、販

売。 
6. 通信回線を利用した電子商取引
事業（コンピューターネットワーク

を経由した商品の売買及びそれに

付帯するサービスの提供）。 

③ 設 立 年 月 日 昭和 28年 8月 平成 11年 6月 

④ 本 店 所 在 地 東京都千代田区平河町二丁目 5番 3号 東京都千代田区平河町二丁目 5番 3号

⑤ 代 表 者 代表取締役社長  西垣 保男 代表取締役社長  和田 洋一 

⑥ 資 本 金  6,820百万円  10百万円 

⑦ 発行済株式総数  370,000株  200株 

⑧ 株 主 資 本  50,565百万円  91百万円 

⑨ 総 資 産  69,022百万円 93百万円 

⑩ 決 算 期  3月 31日  3月 31日 

⑪ 従 業 員 数  1,143名  - 

⑫ 主 要 取 引 先 株式会社セガ 
KDDI株式会社 

任天堂(株) 
(株) スクウェア･エニックス 

⑬ 大株主及び持株比率 (株)スクウェア･エニックス 93.7％ (株)スクウェア･エニックス 100.0％ 

⑭ 主要取引銀行 (株)UFJ銀行 
 

(株)四国銀行 
 

資 本 関 係 なし 

人 的 関 係 なし 

⑮ 当事会社の関係 

取 引 関 係 なし 



5. 最近 3決算期間の業績 （百万円） 

 タイトー（被合併会社） SQEX（合併会社） 

決 算 期 
平成 15年 

3月期 
平成 16年

3月期 
平成 17年

3月期 
平成 15年 

3月期 
平成 16年 

3月期 
平成 17年

3月期 
売 上 高 73,236 83,006 84,560 - 1,829 12
営 業 利 益 5,585 5,823 2,907 △9 166 6
経 常 利 益 5,024 5,735 2,875 △14 171 7
当 期 純 利 益 4,680 3,513 1,718 △14 92 7
1 株 当 た り 
当期純利益（円） 

12,610.38 9,441.55 4,616.97 △70,069.44 460,644.31 32,713.25

1 株 当 た り 
配当金（円） 

1,500 2,000 2,000 - - -

1 株 当 た り 
株主資本（円） 

135,650.63 143,852.35 146,199.59 △30,697.30 429,947.00 462,660.25

(注) タイトーは平成 17年 3月期まで連結財務諸表を作成しておりません。SQEXは子会社・関連会社があ
りません。 

 
４．合併後の状況 

(1) 商   号 株式会社タイトー 
(2) 事 業 内 容 屋内外娯楽機器の企画、開発、製造、輸出入、販売、賃貸等 
(3) 本店所在地 東京都千代田区平河町二丁目 5番 3号 
(4) 代 表 者 代表取締役社長  西垣 保男 
(5) 資 本 金 1,648 万円（平成 17 年 9月 30 日現在の資本金 1,000 万円に、合併

により増加する資本金 648万円を加えたもの） 
(6) 総 資 産 85,550百万円（平成 17年 9月 30日現在の総資産 93百万円に、合

併により増加する資産 85,457百万円を加えたもの） 
(7) 決 算 期 3月 31日 

 

なお、タイトーおよび SQEX は当社連結子会社であるため、当社の平成 18 年 3 月期の

連結業績予想に影響はありません。 

以上 


